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2012．4.13.

第99回関西例会

ＰＭＡＪ理事 渡辺 貢成

「経営とＩＴの融合」

の見直しで日本再生を図ろう
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日本再生への問題点

１．１．１．１．日本企業は熱心にＩＴ投資をしてきたが成果が出ていない。日本企業は熱心にＩＴ投資をしてきたが成果が出ていない。日本企業は熱心にＩＴ投資をしてきたが成果が出ていない。日本企業は熱心にＩＴ投資をしてきたが成果が出ていない。

何故？何故？何故？何故？

２．日本企業の多くは自社のＩＴ化への要求仕様を２．日本企業の多くは自社のＩＴ化への要求仕様を２．日本企業の多くは自社のＩＴ化への要求仕様を２．日本企業の多くは自社のＩＴ化への要求仕様を

ﾍﾞﾝﾀﾞｰに書かせている。何故？ﾍﾞﾝﾀﾞｰに書かせている。何故？ﾍﾞﾝﾀﾞｰに書かせている。何故？ﾍﾞﾝﾀﾞｰに書かせている。何故？

３．日本は３．日本は３．日本は３．日本は1990年で製造業世界一となった。その後家電製品では年で製造業世界一となった。その後家電製品では年で製造業世界一となった。その後家電製品では年で製造業世界一となった。その後家電製品では

世界規模でサムスンに負け続けている。何故か？世界規模でサムスンに負け続けている。何故か？世界規模でサムスンに負け続けている。何故か？世界規模でサムスンに負け続けている。何故か？

４．これらはＩＴに対する発想が間違っているのではないか？４．これらはＩＴに対する発想が間違っているのではないか？４．これらはＩＴに対する発想が間違っているのではないか？４．これらはＩＴに対する発想が間違っているのではないか？
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本日の講演内容

• 1990年から米国は何をしてきたか

• 1990年代サムスンは何をしてきたか

• 日本企業は最近まで何をしていたか

• 我々は何をするべきか
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出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」P108から37

１．ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ －ﾌﾟﾛﾊﾟﾃﾝﾄ～ﾌﾟﾛｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝー（２／２）

80                   90        00 10

日本製造業の躍進

第３期複数大企業による切磋琢磨型 第４期BMと知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの展開による国際斜形分業型

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾛｾｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＋ﾌﾟﾛｾｽ・ｲﾝﾌﾟﾙｰﾌﾞﾒﾝﾄ

・生産工程の標準化→品質管理とｺｽﾄ削減

の同時達成

・製造装置群の開発と普及→デジタル技術

の進展で熟練工、不要の生産可能。

（ｲﾝﾃｸﾞﾗﾙ型からﾓｼﾞｭｰﾙ型）へ

規模の経済

垂直統合型自前主義 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ規模水平分業型組合せ

「組合せの経済」、「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」

1990年以降事業ｼｽﾃﾑの歴史的な変化が行われた

●先進国の事業成熟度

●情報通信技術の向上（販売代理店型→購買代理店型）

●事業ｼｽﾃﾑの連鎖反応化（新しい事業ｼｽﾃﾑが他のｼｽﾃﾑを誘発）

●事業ｼｽﾃﾑの多様化（新しい付加価値をつくり上げる）

●ｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ型展開

米国の戦略転換

新興国の戦略（サムスン）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ規模水平分業型「規模の経済」（米国）

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのｼﾞﾚﾝﾏ的国債依存型既得権益者保護政策の継続『日本）



6

1.1 イノベーションのからくり「三位一体型戦略」ｳｲﾝﾃﾙの戦略

①

製品特性（アーキテクチャ）：

（すり合わせ型＋組み合わせ型）

に沿った急所技術の開発

③

「市場拡大」と収益確保」

を同時達成できるBMの構築

（①＋②）Ｘ国際斜形分業

による市場浸透(ﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝ）

②

「独自技術の権利化と秘匿化」

＋「公開と条件付ﾗｲｾﾝｽ」

＋「標準化・ｵｰﾌﾟﾝ化」

を使い分ける知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの展開

Black Box
自社独自技術

製品：ｵｰﾌﾟﾝｱｰｷﾃｸﾁｬ

部品

OS：ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

（形状とﾌﾟﾛﾄｺｰﾙの規格化）

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ確保

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ確保

研究開発：斬新な技術を生み出しうる他社と

協業を行う研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

製品開発：ｵｰﾌﾟﾝ標準化＋完全ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ

◎三位一体型戦略

・ｵｰﾌﾟﾝ化で市場の拡大を達成

・ブラックボックス化で収益確保

出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」P326

ｲﾝﾃﾙ･ｲﾝｻｲﾄﾞ型ﾓﾃﾞﾙ

ﾏｻﾞｰﾎﾞｰﾄﾞ

PCIﾊﾟｽ

PCIﾊﾞｽ

：MPU内外の情報をやり取りするｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙの標準化を行う
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1.1 新しいｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ：製品開発と普及における分業

製品開発 製品普及
死の谷死の谷死の谷死の谷

時間的乖離

・自前主義からの開放

・急所の基幹部品（自前開発）

・周辺の機器のｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ開発

標準化して部品ﾒｰｶｰ育成

・標準部品の採用で価格が低下し、製品の普及が早くなる

ﾏｻﾞｰﾎﾞｰﾄﾞ（中間財）の標準化

部品 部品 部品

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ・ﾌﾟﾛﾄｺﾙの標準化（台湾企業へﾗｲｾﾝｽ）

部品ﾒｰｶｰは仲間化する(win／winの関係）

MPU

PC事例：

PC価格

wintel 従来型PC部品

wintel 現在型PC部品

出荷台数の急成長で、

基幹部品ﾒｰｶｰの戦略的独占的収益獲得

従来型ﾒｰｶｰの壊滅

・独自技術の権利化、秘匿化によるﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化

PC価格低下
出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」P326
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出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」

ソニーAV機器

音楽・映画という

ｺﾝﾃﾝﾂの搭載

アップル i-Pod

i-Tunes（ﾈｯﾄﾜｰｸへの接続）

アップル i-Phone

OSの公開

AP AP 下位レベルでの

広がり

上位レイヤーの競争でソニー

は敗れる

上位ﾚｲﾔｰ

と接続し、

連携する

ビジネス

でソニーと

の差別化

図る

AP会社群の協力で、他の

携帯会社との差別化を図る

コンテンツの

取り込み

1.2 システムレイヤーにおける競争（ｱｯﾌﾟﾙの戦略）

ーﾚｲﾔｰ上の協調と競争、ﾚｲﾔｰ間の協調と競争ー
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1.2 新しいｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ：製品開発と普及における分業

製品開発 製品普及
死の谷死の谷死の谷死の谷

時間的乖離

・自前主義からの開放

・急所の基幹部品（自前開発）

・周辺の機器のｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ開発

標準化して部品ﾒｰｶｰ育成

・標準部品の採用で価格が低下し、製品の普及が早くなる

ｽｷｰﾑ・ﾓﾃﾞﾙ ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ ｻｰﾋﾞｽ・ﾓﾃﾞﾙ

・完成品のｺﾝｾﾌﾟﾄ

・仕様の確立

・ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽﾌﾟﾛﾄｺｰﾙ

標準化

・ｽｷｰﾑﾓﾃﾞﾙ自前主義

・部品調達式部品統合型

・収益構造がｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ

におけるﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ販売型

・部品の調達

・部品の組立

部品の指定

組立業者の指定

OSの提供

・必要ｿﾌﾄ・音楽のﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

（有料・無料）

・電話通話料金の支払い

・iPhone Storeでﾊｰﾄﾞ発売

・iTune Storeでｿﾌﾄ音楽

の発売

ﾕｰｻﾞｰ

出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」
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• 新製品開発者はまず、製品開発・普及のための三位一体新製品開発者はまず、製品開発・普及のための三位一体新製品開発者はまず、製品開発・普及のための三位一体新製品開発者はまず、製品開発・普及のための三位一体

化を理解する化を理解する化を理解する化を理解する

• 急所技術の開発に特化しつつ、急所技術の開発に特化しつつ、急所技術の開発に特化しつつ、急所技術の開発に特化しつつ、

• 斬新な技術を生み出しうる、他と協業を行う研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ斬新な技術を生み出しうる、他と協業を行う研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ斬新な技術を生み出しうる、他と協業を行う研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ斬新な技術を生み出しうる、他と協業を行う研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

の「からくり」。の「からくり」。の「からくり」。の「からくり」。

• ｵｰﾌﾟﾝ標準化と完全ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化の組合せを適切に行う、ｵｰﾌﾟﾝ標準化と完全ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化の組合せを適切に行う、ｵｰﾌﾟﾝ標準化と完全ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化の組合せを適切に行う、ｵｰﾌﾟﾝ標準化と完全ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化の組合せを適切に行う、

製品ﾚﾍﾞﾙの「からくり」。製品ﾚﾍﾞﾙの「からくり」。製品ﾚﾍﾞﾙの「からくり」。製品ﾚﾍﾞﾙの「からくり」。

• 部品と完成品をつなぐ中間財を介する等によってＮＩＥｓ／部品と完成品をつなぐ中間財を介する等によってＮＩＥｓ／部品と完成品をつなぐ中間財を介する等によってＮＩＥｓ／部品と完成品をつなぐ中間財を介する等によってＮＩＥｓ／

BRICs企業を味方陣営につけて、一気にﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝを立企業を味方陣営につけて、一気にﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝを立企業を味方陣営につけて、一気にﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝを立企業を味方陣営につけて、一気にﾃﾞｨﾌｭｰｼﾞｮﾝを立

ち上げる分業状況に持ち込む「からくり」。に持ち込むち上げる分業状況に持ち込む「からくり」。に持ち込むち上げる分業状況に持ち込む「からくり」。に持ち込むち上げる分業状況に持ち込む「からくり」。に持ち込む

出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」

1.3 知的所有権を含めた戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁのﾌﾟﾛｾｽ（ｻﾑｽﾝの戦略）知的所有権を含めた戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁのﾌﾟﾛｾｽ（ｻﾑｽﾝの戦略）知的所有権を含めた戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁのﾌﾟﾛｾｽ（ｻﾑｽﾝの戦略）知的所有権を含めた戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁのﾌﾟﾛｾｽ（ｻﾑｽﾝの戦略）1/9
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出典：妹尾堅一郎著「技術力で勝る日本が、なぜ事業で負けるのか」P序16

1.3 日本製品が占める国際的シェア 2/9
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◎グローバル市場で大量普及が始めると、日本製品は例外なく市場撤退への道を歩む

ーｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの成果／知財が競争力に寄与できていない－

世界シェア％

わが国の製造業に

構造的な問題が内在する

DRAMﾒﾓﾘｰ

液晶ﾊﾟﾈﾙ DVDﾌﾟﾚﾔｰ

ｶｰﾅﾋﾞ

太陽光発電ｾﾙ
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• 顧客関係性構築の徹底と潜在ﾆｰｽﾞの究明

• ﾏｰｹｯﾄ対象を新興国に絞る

• 商品のｺﾓﾃﾞｨﾃｨｰ化回避の戦略（ﾘﾊﾞｰｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

• 研究開発：日本技術の徹底的究明

• 経営資源蓄積：日本の製品、生産技術及びﾉｳﾊｳの徹底

取得。ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの徹底採用

• 業務ﾌﾟﾛｾｽ活性化：ﾘﾊﾞｰｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞとそのｽﾋﾟｰﾄﾞ化

• 組織のﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑ：社員の意識改革に成功

• ーよい製品を早く、安く、使い勝手のよいものを提供ーーよい製品を早く、安く、使い勝手のよいものを提供ーーよい製品を早く、安く、使い勝手のよいものを提供ーーよい製品を早く、安く、使い勝手のよいものを提供ー

出典：畑村洋太郎＋吉川良三著「危機の経営」

1.3 組織能力の徹底的改革による組織ﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑ構築的ｱﾌﾟﾛｰﾁ 3/9
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ー危機の経営ー

出典：畑村洋太郎＋吉川良三著「危機の経営」

1.3 プロセスのイノベーション 4/9

市場要求

企画立案

設計

販売

生産

部品調達生産管理

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

市場要求

企画立案

設計販売

生産

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

情報

（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀ）

CAD

CAE

CAM

情報や生産設備、材料や人間などを必要とする点は同じだが、これらを集約する

のは設備が充実している大工場ではなく、市場に最も近い場所に設ける拠点であ

る。設計と生産の作業を分離し、生産に関しては需要のある場所で、需要のある

ものをつくることで、それをすぐ消費者の手元に届けることが可能になった

B．デジタルものづくりＡ．従来のものづくり

生産は部分的に並列処理ができるため、一連の作業がｽﾋﾟｰﾃﾞｨｰに進行でき、更

にPDMによる情報の共有化があるため、突然の変化にも全体として素早く対応で

きる。また、消費者のﾆｰｽﾞに応じて製品の中身や生産の量も容易に変更可能

情報の集約ものづくり
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ー危機の経営ー

出典：畑村洋太郎＋吉川良三著「危機の経営」

1.3 サムスン流ものづくり 5/9

市場分析 基礎研究 要素技術開発 先行開発

◎サムスンサムスンサムスンサムスンは先行投資としての技術開発と開発設計は行わず、情報の収集のみ行う

ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ 市場分析 商品開発 開発設計

生産準備 生 産 物 流 販 売

◎サムスン が実行している製品開発と量産設計の標準プロセス

機能設計・構造設計

必要な人材をそのときに雇用する

◎◎◎◎サムスンの戦略１：サムスンの戦略１：サムスンの戦略１：サムスンの戦略１：先行投資は時間と金が掛かるので日本に依存。収益はﾌﾟﾛｾｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝで獲得する

◎◎◎◎サムスンの戦略３：サムスンの戦略３：サムスンの戦略３：サムスンの戦略３：①機能のｽﾘﾑ化、②要求に見合った材料の質、③部品の共有化＝ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ

◎◎◎◎サムスンの戦略２：サムスンの戦略２：サムスンの戦略２：サムスンの戦略２：②②②②製造ﾌﾟﾛｾｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝで開発から生産までの期間短縮、②仕様変更の柔軟性
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ー危機の経営ー

出典：畑村洋太郎＋吉川良三著「危機の経営」

6
出典：畑村洋太郎著「創造学のすすめ」

ー創造のプロセスー

日本製品

削除

追加

目的 全体計画構造解決策課題要素課題

課題→解決策→構造に従って進行する設計思想の思考展開を示す「思考展開図」

要求機能 全体構造機構機構要求機能要素機能

具象or具体化領域抽象or機能領域

ｻﾑｽﾝ製品

ｵﾘｼﾞﾅﾙ

要求機能

対象国の消費者

の要求機能

1.3  ﾘﾊﾞｰｽ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 6/9

・日本商品（ピンク）を

①要求仕様

②機能

③機能要素

④機構要素

⑤機構

⑥全体構造

を徹底的に学び、これの本質を

理解する。

次いで発売国の消費者のニーズを

取り入れて削除する機能、追加する

機能、構造等を勘案して製作する

重要事項

１．品質は消費者が決める

２．要求以上の機能を排除する

３．その国で要求される便利なもの

を追加する
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ⅠⅠⅠⅠ顧客関係性構築力顧客関係性構築力顧客関係性構築力顧客関係性構築力

ⅡⅡⅡⅡ販売開発力販売開発力販売開発力販売開発力

ⅣⅣⅣⅣ商品ｻｰﾋﾞｽ提供力商品ｻｰﾋﾞｽ提供力商品ｻｰﾋﾞｽ提供力商品ｻｰﾋﾞｽ提供力

ⅥⅥⅥⅥ経営資源蓄積力経営資源蓄積力経営資源蓄積力経営資源蓄積力

ⅦⅦⅦⅦ業務プロセス活性化力業務プロセス活性化力業務プロセス活性化力業務プロセス活性化力

ⅧⅧⅧⅧ組織ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ力組織ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ力組織ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ力組織ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ力

ⅤⅤⅤⅤ研究開発力研究開発力研究開発力研究開発力

価値創出力価値創出力価値創出力価値創出力

経営力経営力経営力経営力

企業理念・ﾋﾞｼﾞｮﾝ企業理念・ﾋﾞｼﾞｮﾝ企業理念・ﾋﾞｼﾞｮﾝ企業理念・ﾋﾞｼﾞｮﾝ

戦略・統率力戦略・統率力戦略・統率力戦略・統率力

財務力財務力財務力財務力

提供される価値提供される価値提供される価値提供される価値

価値を提供する能力価値を提供する能力価値を提供する能力価値を提供する能力

サムスンの成功事例ＯＷモデルサムスンの成功事例ＯＷモデルサムスンの成功事例ＯＷモデルサムスンの成功事例ＯＷモデル

ⅢⅢⅢⅢマーケット開発力マーケット開発力マーケット開発力マーケット開発力

市場に対する組織対応

スピード力

顕在・潜在ﾆｰｽﾞ摘出能力 売り方の開発能力

経営資源の有効活用

価値を創るｻｰﾋﾞｽ

機能を考案力

QCD時代からの脱皮

価値提供機能拡充力

顧客に対する関係性

開発力

新興国市場開発

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ活用

設計ﾌﾟﾛｾｽ改善

社員の意識改革

顧客ﾆｰｽﾞの徹底究明

徹底したﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｺﾓﾃﾞｨﾃｲ化からの回避

日本技術をﾍﾞｰｽに

展開

7/9
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ー危機の経営ー

1.3 「グローバル化」への意味 8/9

出典：畑村洋太郎＋吉川良三著「危機の経営」

要求機能

制約条件

要求機能

制約条件

要求機能

制約条件

要求機能

制約条件

製品１

製品２

製品３

単一製品

日本企業：単一製品

による世界制覇

◎世界最高級品戦略◎世界最高級品戦略◎世界最高級品戦略◎世界最高級品戦略

サムスン：多様化製品

による世界制覇

ーサムスンの地政学的製品企画－ーサムスンの地政学的製品企画－ーサムスンの地政学的製品企画－ーサムスンの地政学的製品企画－

地域密着型戦略

・新興国向け：２槽式洗濯機（初期の日本式）

・インド向け：鍵付き冷蔵庫

・イスラム向け：礼拝時間（日５回）自動式コーラン演奏

・欧州向け：ワイングラス型テレビ

◎品質、仕様、価格は消費者が決める戦略◎品質、仕様、価格は消費者が決める戦略◎品質、仕様、価格は消費者が決める戦略◎品質、仕様、価格は消費者が決める戦略

サムスンサムスンサムスンサムスン
日本企業群日本企業群日本企業群日本企業群
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OWﾓﾃﾞﾙ視点 サムスン 日本企業

Ⅰ．顧客関係性構築力

Ⅱ．販売開発力

Ⅲ．マーケット開発力

Ⅳ．商品ｻｰﾋﾞｽ提供力

Ⅴ．研究開発力

Ⅵ．経営資源蓄積力

Ⅶ．業務ﾌﾟﾛｾｽ活性化力

Ⅷ．組織ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ力

・新興国各国へ人材派遣ﾛｰｶﾙ

ﾆｰｽﾞの把握と価値提案商品提供

・高品質、中機能＋ﾛｰｶﾙﾆｰｽﾞ商品

低価格、ｽﾏｰﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ、宣伝力

・需要の増える新興国の開拓

・世界規模の量産体制の実現

・日本製品の徹底模倣、不要機能

削除、ﾛｰｶﾙ要求の付加、低価格

・基礎研究はせず、日本商品の

模倣、ﾘﾅｰｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの採用

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄの徹底、新興国向け人材育成

・日本製品発売後の商品開発の

ｽﾋﾟｰﾄﾞ化に成功、販売力増大

・社員の意識改革に成功し、社内の

協力体制に完備

・量販店支配となり、顧客関係性が

衰えた。先進国市場にﾌｫｶｽ

・新興国市場開拓をおろそかにした

・日本の新製品が世界で売れない

・先進国市場で価格競争し、商品の

ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ化を促進

・ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ化で価値獲得に困難

・抜群の研究開発力を持つが、

サムスンに利用されている

・社内のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化不徹底、標準

化、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの不備

・モノによる管理で、ﾋﾞｯﾄによる管理

でないた生産性向上は低い

・経営者の意思決定の遅さ、組織

改革不熱心

1.3 OWﾓﾃﾞﾙによるサムスン、日本企業の経営分析比較 9/9

出典：東京P2M研究会
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２. 新しい事業ｼｽﾃﾑはどうして起こるか

規模の経済

原材料

購買

企画

設計

生 産

販 売

顧客 ｻｰﾋﾞｽ

価

値

連

鎖

の

流

れ

原材料（標準化）

購買

設計

生 産

EMS方式方式方式方式

販 売

顧客 ｻｰﾋﾞｽ

購買

企画

設計

高速ﾘﾊﾞｰｽ高速ﾘﾊﾞｰｽ高速ﾘﾊﾞｰｽ高速ﾘﾊﾞｰｽ

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

＆生＆生＆生＆生 産産産産

販 売

顧客 ｻｰﾋﾞｽ

部

品

類

購買

企画

設計

委託生産

ﾓﾉの販売

顧客 ｻｰﾋﾞｽ

垂

直

統

合

型

垂

直

統

合

型

垂

直

統

合

型

垂

直

統

合

型

自

前

主

義

~1990年

水

平

分

業

型

水

平

分

業

型

水

平

分

業

型

水

平

分

業

型

組

合

主

義

グ

ロ

ー

バ

ル

規

模

1990年～

日本企業

台湾・中国

格安品

サムスン

中級品

垂

直

統

合

型

自

前

主

義

顧

客

関

係

性

構

築

式

顧

客

関

係

性

構

築

式

顧

客

関

係

性

構

築

式

顧

客

関

係

性

構

築

式

基幹部品

原材料

規模の経済 規模の経済

新興国向けｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ向け 生産方式

部

品

類

部

品

類

ｿﾌﾄの販売

企

画

企

画

企

画

企

画

・・・・

販

売

販

売

販

売

販

売

・・・・

委

託

生

産

垂

直

統

合

型

規模の経済

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ向け

ｳｲﾝﾃﾙ

ｱｯﾌﾟﾙ

出典：東京P2M研究会
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３． 米国のＩＴ化とは経営をﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術

で再設計すること

• 従来「ｱﾄﾑ(ﾓﾉ）」で管理していたものをでき

るだけ「ﾋﾞｯﾄ（電子情報）」で管理することを

経営に反映させる

• 情報の持つ特性を経営に活用する

出典：東京P2M研究会
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ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ企業

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾃﾞｻﾞｲﾝ企業

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝの

貧弱な企業

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝの

ﾘｲﾝﾍﾞﾝﾀｰ企業

南東象限

北東象限

南西象限

北西象限

3.2 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝ（DBD)ﾏﾄﾘｯｸｽ図

１．DBDの定義：

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を用いて企業の選択肢を拡大させるある種のｱｰﾄであり、ｻｲｴﾝｽである

・DBDはﾃｸﾉﾛｼﾞｰそのものを指すのではなく、①顧客の要求を満たしたり、②ﾕﾆｰｸな

ﾊﾞﾘｭｰ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾝを生み出したり、③人材を活用したり、④生産性を抜本的に向上させたり、

⑤利益を拡大すること

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の選択肢を用いて、優位なだけでなく「ﾕﾆｰｸな」ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙをつくりあげることをいう

北東象限：高いﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、優れたBD
南東象限：低いﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、優れたBD
北西象限：高いﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、劣ったBD
南西現象：低いﾃﾞｼﾞﾀﾙ化、劣ったBD

BD(ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝ）の質

２．DBDの利用度ﾏﾄﾘｯｸｽ

出典：J/ｽﾗｲｳｫﾂｷｰ、ｊ・ﾓﾘｿﾝ著「DBD戦略」

デ

ジ

タ

ル

化

度

高
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ーＤＢＤ－

出典：J/ｽﾗｲｳｫﾂｷｰ、ｊ・ﾓﾘｿﾝ著「DBD戦略」P22

・在庫の蓄積、製品の出荷、設備の購入、

装置の設置、工場の建設といった物理

的 な資産の操作を指す

アトムの管理

・データの収集、分析、モデル化、分類、

共有、複製といった、情報の操作をいう

ビットの管理

・一般にアトムの管理は割高で、時間が掛り、

煩わしく、不正確で、リスクを伴う。

・ビットの管理は、うまく行えば、割安で、時間

も掛からず、効率がよく、正確で、リスクも

少ない

事例：宅配便の情報管理：道路事情を勘案

しながら荷物の９８％を時間通りに配達

①主要な事業活動のうち、アトムの管理を

行うもの、ビットの管理をするものを識別

②次にどうすればアトムをビットに置き換えら

れるか検討する

③どうすればビット・エンジンを生み出し、

ビットを電子的に管理できるか検討する

3.3 主要な事業活動のうちｱﾄﾑ管理、ﾋﾞｯﾄ管理を伴うものはどれか
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ーＤＢＤ－

出典：J/ｽﾗｲｳｫﾂｷｰ、ｊ・ﾓﾘｿﾝ著「DBD戦略」P13

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％

予測
認識

不適合 最適

ﾗｸﾞﾀｲﾑ ﾘｱﾙﾀｲﾑ

供給者によるｻｰﾋﾞｽ

顧客の

ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ

付加価値の低い仕事

ﾐｽの処理

能力の

最大活用

ﾐｽの予防

１０％増 １０倍増

独立したﾊﾞﾗﾊﾞﾗな活動

統合された

ｼｽﾃﾑ

①事業の意思決定

②顧客に対する

ﾊﾞﾘｭｰ･ﾌﾟﾛﾎﾟｼﾞｼｮﾝ

③社内情報の流れ

④顧客ｻｰﾋﾞｽのﾓﾃﾞﾙ

⑥ﾌﾟﾛｾｽの重点

⑤従業員の時間の使い方

⑦生産性の成長のﾊﾟﾀｰﾝ

⑧組織

3.4 経営に貢献したDBDの領域
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４．事例の紹介： 4.1生産性向上への成功の鍵ー資産、ｺｽﾄ、ｻｲｸﾙﾀｲﾑー

資産

ｻｲｸﾙﾀｲﾑｻｲｸﾙﾀｲﾑｻｲｸﾙﾀｲﾑｻｲｸﾙﾀｲﾑコスト

顧客

のために

●「資産」の効率向上「資産」の効率向上「資産」の効率向上「資産」の効率向上

事例１： ﾃﾞﾙ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの逆回転の

運転資金

事例２：ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑの在庫削減

●「コスト」の削減「コスト」の削減「コスト」の削減「コスト」の削減

事例１：ﾃﾞﾙの販売およびﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ

事例２：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる旅行ｻｰﾋﾞｽ

事例３：ｺｰﾆﾝｸﾞ社の調達

事例４：消費者向け銀行業務

●●●●「サイクルタイム」の迅速性「サイクルタイム」の迅速性「サイクルタイム」の迅速性「サイクルタイム」の迅速性

事例１：ｾﾒｯｸｽの配送時間

事例２：ｼｽｺの「財務ﾃﾞｰﾀの仮締め」

事例３：UPSの配送追跡

事例４：GEの修理部品

事例5：ｳｴｱﾊｳｻﾞｰのﾄﾞｱの受注

出典：J/ｽﾗｲｳｫﾂｷｰ、ｊ・

ﾓﾘｿﾝ著「DBD戦略」P106
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出典：J/ｽﾗｲｳｫﾂｷｰ、ｊ・ﾓﾘｿﾝ著「DBD戦略」P302

4.2 未来への投資の重要性（８／８）

10倍の生産性の投資：DBDにとって重要なのは①ﾋﾞｼﾞﾈｽ、②ﾃﾞｻﾞｲﾝ、③ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

顧客に10倍の生産性を与える投資

自社が提供するｳｪﾌﾞが顧客にとっ

て使いやすく間違い防止の機能を

つけることで、顧客の生産性は向

上し、顧客は快くアクセスし、理解

の向上と他の重要な仕事ができる

・真の生産性を図るのは企業の事業目

標ではなく、顧客のニーズの要求である

・顧客を支援するﾋﾞｯﾄ・ｴﾝﾝを持つこと

10倍の生産性投資は企業の経営状況

によって決まり、画一的ではない

・多くの企業ははるか以前に贅肉を

そぎ落とし、何年も肉や骨を削って

いる。

・次の収穫拡大の大きな源泉を生み

出しうる創造的な考えへの投資は

損なわれ、明日のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関

する討議より動きの鈍い、ｼｽﾃﾑの

活性化に時間を使っている。

・業務の拡大が達成される

国際化への進出に乗り遅れる

●自社で最も重要な１０倍の生産性とはどの

ようなタイプのものか？

●最も重要なタイプで生産性１０倍を達成する

ための明確な行動とは何か

●今後2年間で実行するべき投資のﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ

はどのようなものか
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技術優先

1988年
ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ

・過剰設計

・小売店販売

・他社の動向

ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ化

顧客が望むもの

直販

ﾁｮｲｽ・ﾎﾞｰﾄﾞで勝つ

ｵﾝﾗｲﾝ・ｺﾝﾌｨｸﾞﾚｰﾀ

の開発（ﾁｮｲｽ・ﾎﾞｰﾄﾞ）

ｱﾄﾑ ﾋﾞｯﾄ

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで受注

①成長を維持しながら在庫の削減

②前金で運転資金不要な会社

③顧客との関係性の強化

4.3 事例：ﾃﾞﾙ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
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4.4 セメックスー顧客注文管理システムー

顧客の要望

ﾒｷｼｺ・ｼﾃｨｰ・ｾﾝﾀｰ

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｾﾝﾀｰ

GPS 交通情報

顧客の要望

顧客の要望

在庫管理 顧客現場

成果：ﾄﾗｯｸ所有台数３５％にﾀﾞｳﾝ

運転手、燃料費、保守費削減

注文の取りこぼしなし

納入時間３納入時間３納入時間３納入時間３Hr→２０分２０分２０分２０分

ﾄﾗｯｸ、ﾐｷｻｰは各工場の

所属とせず、複数工場の

ﾈｯﾄﾜｰｸ内で稼動する
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GE
ﾗｰﾆﾝｸﾞ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

サービス事業

製造業

ﾍﾞｽﾄ･ﾌﾟﾗｸﾃｨｽ

品質管理

ｼｯｸｽ・ｼｸﾞﾏ運動

金融事業

業界1,2位に特化

増

益

化

年度 １９８１ １９９８

売上高 （億ドル） ２７２ １００４

ｻｰﾋﾞｽ事業比率（％） １５ ７５

純利益（億ドル） １６ ９３

時価総額（億ドル） １３９ ４９５０

従業員数 （万人） ４４ ３２

出典：日経H12.1.10.

増

益

化

増

益

化

・航空機エンジン

保守サービス

・病院ﾆｰｽﾞの代行

4.5 ＧＥ－世界一の企業が推進するﾃﾞｼﾞﾀﾙ化戦略
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5.日本企業のＩＴ化はどのように行われてきたか

• ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはｼｽﾃﾑ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞとﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄで

成り立っている。ITﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは構想計画をしていない

（変更が多く、納期・ｺｽﾄ・品質が守れない）

• 世界に通用しない不明確な契約概念

（ﾘｽｸの受注者への転換、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への障害）

• 反省点（経産省） ：超上流からのｱﾌﾟﾛｰﾁへの示唆

（構想計画でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争に勝てる経営要求をIT化する）

• IT経営ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ2008の実体

（ＩＴ化とはﾊﾟｯｹｰｼﾞの導入のことか？経営要求の入らない

ｲﾝﾌﾟｯﾄからは経営向上のｱｳﾄﾌﾟｯﾄは生み出せない）

• 日本企業のIT化にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ視点はあるのか
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システムズエンジニアリング

マネジメントプロセス（人、モノ、金、時間、情報の最適化）

構想計画 設計 開発 生産 運用

システムズ

アナリシス

（プログラム計画）

システムズマネジメントとは

概念フェーズのおけるシステムズアナリシス（プログラム計画）の活用と、

実施段階（計画・開発・生産）におけるプロジェクトマネジメントの実施にある。

図図図図5.1 プログラムとシステムズマネジメントプログラムとシステムズマネジメントプログラムとシステムズマネジメントプログラムとシステムズマネジメント

ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ ｻｰﾋﾞｽ・ﾓﾃﾞﾙｽｷｰﾑ・ﾓﾃﾞﾙ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
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発注者が欧米技術の導入

自社開発技術で受注者を

指導する立場

発注者の指導を受け

ながら業務を進めた

発注者

受注者

甲

乙

契約関係

発注者のﾚﾍﾞﾙが低い

受注者の支援が必要

受注者が欧米技術の導入

や発注業種の経験が高く

顧客支援できる立場

発注者

受注者

5.2 日本型契約の特徴
欧米型契約の特徴

発注者 受注者

一般約款

トラブル小

甲

乙

一般約款

トラブル大

契約関係

契約書

神

契約の基本的考え方

①発注者と受注者は神の前に契約をかわす。

発注者と受注者は基本的に対等である。

発注者は彼の役割と権利があり、受注者

は彼の役割と権利が、双方確実に責任を

果たさなければならない

②発注者はそのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの関連事項に弱い

場合は、通常ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約を結ぶことが

行われる

③ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが新規事項で見積もりが不確実

となるｹｰｽは通常実費償還型で契約を行

う

5.2 日本的商習慣「契約の相違」
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不確実性

プロジェクト開始前 契約のプロセス

不確実性 リスク・マネジメント

計画のプロセス

契約書

プロジェクト仕様書

WBSの作成

責任分担表

工程表

実行予算

他社へのヘッジ

ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰ予算

保険料

リスクの特定

リスクの定量化

リスク対応策

の策定

【【【【リスク・マネジメントリスク・マネジメントリスク・マネジメントリスク・マネジメント】】】】

5.3 契約とリスクマネジメント

回避

低減

受容

保険
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プロジェクト成功要因（プロジェクト成功要因（プロジェクト成功要因（プロジェクト成功要因（����失敗要因失敗要因失敗要因失敗要因））））

おおおお

客客客客

さ

ま

に

さ

ま

に

さ

ま

に

さ

ま

に

関関関関

わ

る

わ

る

わ

る

わ

る

要

因

要

因

要

因

要

因

受

託

者

受

託

者

受

託

者

受

託

者

（（（（

））））

にににに

関関関関

わ

る

わ

る

わ

る

わ

る

要

因

要

因

要

因

要

因

SI
ﾍﾞﾝﾀﾞﾍﾞﾝﾀﾞﾍﾞﾝﾀﾞﾍﾞﾝﾀﾞ

業界・業種業界・業種業界・業種業界・業種

組織特性組織特性組織特性組織特性

業務改革と並行業務改革と並行業務改革と並行業務改革と並行

システムシステムシステムシステム

構築体制構築体制構築体制構築体制

運用・保守体制運用・保守体制運用・保守体制運用・保守体制

開発体制開発体制開発体制開発体制

エンドユーザエンドユーザエンドユーザエンドユーザのののの参画参画参画参画

情報ｼｽﾃﾑ部門情報ｼｽﾃﾑ部門情報ｼｽﾃﾑ部門情報ｼｽﾃﾑ部門

の関与の関与の関与の関与

ｼｽﾃﾑ化ｼｽﾃﾑ化ｼｽﾃﾑ化ｼｽﾃﾑ化

の要因の要因の要因の要因

新規性新規性新規性新規性

複雑性複雑性複雑性複雑性

ﾐｯｼｮﾝﾐｯｼｮﾝﾐｯｼｮﾝﾐｯｼｮﾝ

ｸﾘﾃｨｶﾙ性ｸﾘﾃｨｶﾙ性ｸﾘﾃｨｶﾙ性ｸﾘﾃｨｶﾙ性

要件要件要件要件のののの確実性確実性確実性確実性

・網羅性・網羅性・網羅性・網羅性

仕様決定者仕様決定者仕様決定者仕様決定者

の有無の有無の有無の有無

開発規模開発規模開発規模開発規模

開発工期開発工期開発工期開発工期

ビジネスビジネスビジネスビジネス

モデルの有無モデルの有無モデルの有無モデルの有無

（作成者の）（作成者の）（作成者の）（作成者の）

経験・スキル経験・スキル経験・スキル経験・スキル

精度・粒度精度・粒度精度・粒度精度・粒度

QAQAQAQA機会機会機会機会

有無有無有無有無

契約契約契約契約

形態形態形態形態

多段階・多段階・多段階・多段階・

単年度契約単年度契約単年度契約単年度契約

契約書契約書契約書契約書

（顧客指定（顧客指定（顧客指定（顧客指定

・自社）・自社）・自社）・自社）

変更管理変更管理変更管理変更管理

の取扱いの取扱いの取扱いの取扱い

ﾍﾟﾅﾙﾃｨﾍﾟﾅﾙﾃｨﾍﾟﾅﾙﾃｨﾍﾟﾅﾙﾃｨ

条項有無条項有無条項有無条項有無

契約契約契約契約

締結時期締結時期締結時期締結時期

価格制約価格制約価格制約価格制約

提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答

の妥当性の妥当性の妥当性の妥当性

提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答

の前提条件の前提条件の前提条件の前提条件

提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答提案／見積回答

の粒度・精度の粒度・精度の粒度・精度の粒度・精度

見積手法見積手法見積手法見積手法

・技法・技法・技法・技法

見積回答／見積回答／見積回答／見積回答／

契約手続き契約手続き契約手続き契約手続き

業種・業務業種・業務業種・業務業種・業務

経験／実績経験／実績経験／実績経験／実績

開発手法開発手法開発手法開発手法

・技法・技法・技法・技法

開発方式開発方式開発方式開発方式

（新規、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ（新規、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ（新規、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ（新規、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

適用適用適用適用､､､､改造改造改造改造､､､､・・）・・）・・）・・）

ｲﾝﾌﾗ・基盤ｲﾝﾌﾗ・基盤ｲﾝﾌﾗ・基盤ｲﾝﾌﾗ・基盤

（新設（新設（新設（新設､､､､既設既設既設既設､､､､増設）増設）増設）増設）

開発分担開発分担開発分担開発分担

開発環境開発環境開発環境開発環境

必須スキル必須スキル必須スキル必須スキル

の保有状況の保有状況の保有状況の保有状況

組織のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ組織のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ組織のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ組織のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰ

の力量・経験の力量・経験の力量・経験の力量・経験
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞｬｰ

のｶﾊﾞﾚｯｼﾞのｶﾊﾞﾚｯｼﾞのｶﾊﾞﾚｯｼﾞのｶﾊﾞﾚｯｼﾞ

（軸足）（軸足）（軸足）（軸足）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

標準の有無標準の有無標準の有無標準の有無

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾚﾋﾞｭｰの有無ﾚﾋﾞｭｰの有無ﾚﾋﾞｭｰの有無ﾚﾋﾞｭｰの有無

ﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞﾏﾙﾁﾍﾞﾝﾀﾞ

体制体制体制体制

社内体制社内体制社内体制社内体制

調達方式／調達方式／調達方式／調達方式／

契約形態契約形態契約形態契約形態

協力会社の管理能力、協力会社の管理能力、協力会社の管理能力、協力会社の管理能力、

スキル、技術力スキル、技術力スキル、技術力スキル、技術力

協力会社体制協力会社体制協力会社体制協力会社体制

協力会社の協力会社の協力会社の協力会社の

過去の実績過去の実績過去の実績過去の実績

ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／

その他の調達その他の調達その他の調達その他の調達

5. 5. 5. 5. 提案提案提案提案////

見積回答見積回答見積回答見積回答

6. 6. 6. 6. 適用技術／適用技術／適用技術／適用技術／

開発環境・開発環境・開発環境・開発環境・

ツールツールツールツール

7. 7. 7. 7. ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力

／リソース／体制／リソース／体制／リソース／体制／リソース／体制

1. 1. 1. 1. お客さまお客さまお客さまお客さま

特性特性特性特性

2. 2. 2. 2. 要求事項／要求事項／要求事項／要求事項／

要件・仕様要件・仕様要件・仕様要件・仕様

4. 4. 4. 4. 契約契約契約契約

要件要件要件要件

3. 3. 3. 3. 提案提案提案提案////見積見積見積見積

依頼依頼依頼依頼（ＲＦＰ）（ＲＦＰ）（ＲＦＰ）（ＲＦＰ）

8. 8. 8. 8. ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ／ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ／ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ／ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰ／

ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾍﾞﾝﾀﾞ／

調達調達調達調達

RFPRFPRFPRFP作成期間・作成期間・作成期間・作成期間・

合意形成有無合意形成有無合意形成有無合意形成有無

図図図図5.4 5.4 5.4 5.4 Ｉプロジェクトにおけるリスクのカテゴリと細分化Ｉプロジェクトにおけるリスクのカテゴリと細分化Ｉプロジェクトにおけるリスクのカテゴリと細分化Ｉプロジェクトにおけるリスクのカテゴリと細分化
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時間時間時間時間

リリースレベル２リリースレベル２リリースレベル２リリースレベル２

リリースレベル１リリースレベル１リリースレベル１リリースレベル１

（（（（サービス最低条件サービス最低条件サービス最低条件サービス最低条件））））

クライシスクライシスクライシスクライシス・・・・マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント

リスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメント

クライシス発生クライシス発生クライシス発生クライシス発生

緊急対処緊急対処緊急対処緊急対処
２次開発２次開発２次開発２次開発

当初計画当初計画当初計画当初計画

レベル１レベル１レベル１レベル１

最低サービス最低サービス最低サービス最低サービス

（緊急必須要件）（緊急必須要件）（緊急必須要件）（緊急必須要件）

レベル２レベル２レベル２レベル２

サービス復旧サービス復旧サービス復旧サービス復旧

（定常復旧）（定常復旧）（定常復旧）（定常復旧）

サービス開始サービス開始サービス開始サービス開始

短

期

対

策

短

期

対

策

短

期

対

策

短

期

対

策

（（（（

複

数

工

程

複

数

工

程

複

数

工

程

複

数

工

程

のののの

並

存

並

存

並

存

並

存

））））

オ

ー

ナ

ー

オ

ー

ナ

ー

オ

ー

ナ

ー

オ

ー

ナ

ー

要

件

規

模

要

件

規

模

要

件

規

模

要

件

規

模

２２２２

４４４４

２２２２

３３３３

出典：ＰＭＡＪジャーナル３１号拜原正人著「ＩＴプロジェクトの特徴とリスクマネジメント」

①ＩＴ業界の好ましくない経験則の一つに２－４－２－３の法則がある。

当初２のオーナー側の要件規模が工程の進捗と共に４に膨れ上がり、SIerが当初の２へ戻

そうとするが、双方の妥協で３に収まると言う論理である。

この２－４－２－３の法則とプロジェクトの工程スケジュールとの関係から、

クライシスが発生する。図2において本来プレ･プロジェクトあるいはプロジェクト

上流工程で行われるべき要件定義が曖昧なままに、下流工程のシステム統合に突入、

サービス開始の６ヶ月前（図２のシステム統合試験フェーズ）に要件定義量がピークの４

を迎え、この時点でオーナー、SIerともにスケジュール達成の不可能な事実に気付く。

しかし、時すでに遅くクライシスに突入しているのである。

②納期トラブル発生で、システム３

までを納入できないため、最低

サービスレベル１で完成させる。

③最低レベル到達後顧客の最終

要求を実施する

と取り決めて実施するが、実質的には

レベル１でほぼ要求が満たせれて

いることが多い

図5.5 構成管理外の変更
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ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

ｿﾌﾄｳｴｱ仕様

ｼｽﾃﾑ仕様

要件定義

評価

運用ﾃｽﾄ

ｼｽﾃﾑﾃｽﾄ

ｿﾌﾄｳｴｱﾃｽﾄ

ｼｽﾃﾑ化の方向性

ｼｽﾃﾑ化計画

事

業
業

務

シ

ス

テ

ム

ｿﾌﾄｳｴｱ

要求は正しかったか

経営者

出典：IPA「超上流をIT化する勘どころ」

ビ

ジ

ネ

ス

要

求

ユ

ー

ザ

要

求

シ

ス

テ

ム

要

求

5.6 要件定義・仕様とテストの関係
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情報ｼｽﾃﾑの導入

部門内最適化

企業郡

組織全体最適化

企業郡

企業・産業横断的

最適化企業郡

ステージ１

ステージ２

ステージ３

ステージ４

情報ｼｽﾃﾑ

を部門内

で活用

情報ｼｽﾃﾑ

の導入

情報ｼｽﾃﾑ

を「部門を

越えて」

企業内で

最適に活用

情報ｼｽﾃﾑ

を取引先や

顧客等関係

者も含めて

「企業を超え

て」最適に

活用

図5.7 日本企業のＩＴ化ｽﾃｰｼﾞの状況

３．４％ ４２．６％ ４０．１％ １３．８％

「

部

門

の

壁

」

「

会

社

の

壁

」

部分最適段階 ４６％ 全体最適段階 ５４％

出典：「IT経営ロードマップ」２００８．６．IT経営協議会

１．３％ ３９．２％ ４５．８％ １３．９％

２．３％ ３１．８％ ４５．１％ ２１．１％

韓国

米国
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長期取り組み中期取り組み短期取り組み

ーIT経営ロードマップＰ２４ー

柔

軟

化

共

有

化

見

え

る

化

ﾏ

ﾄ

ﾏ

ﾈ

ｼﾞ

ﾒ

ﾝ

ﾄ

Ⅰ 業務の見える化

情報の見える化

Ⅱ 業務の共有化

情報の共有化

Ⅲ 業務の柔軟化

「つながり力」を強化し、

顧客や取引先等の

「つながり力」を強化し、

新たなイノベーションを

創出する環境の構築

Ⅳ 人材確保と組織整備

Ⅴ IT投資の評価 Ⅴ-2 ITーIRの実施

ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ

ﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰ

5.8 IT経営ロードマップ全体図

出典：「IT経営ロードマップ」２００８．６．IT経営協議会
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5.9 現在の日本企業のＩＴｼｽﾃﾑは経営に何を与えたか現在の日本企業のＩＴｼｽﾃﾑは経営に何を与えたか現在の日本企業のＩＴｼｽﾃﾑは経営に何を与えたか現在の日本企業のＩＴｼｽﾃﾑは経営に何を与えたか

１．構想計画を行わない場合：経営者の意思が入らない

●ｲﾝﾌﾟｯﾄされるもの：

●ｱｳﾄﾌﾟｯﾄされるもの：

２．ｱﾄﾑの管理とﾋﾞｯﾄの管理

●ｱﾄﾑの管理とは

●ﾋﾞｯﾄの管理とは

３．誰が要求仕様を出す：

●顧客が要求仕様を書く

●ﾍﾞﾝﾀﾞｰが要求仕様を書く

●経営的視点は誰が書くのか

４．社員が活かされているか

「企業は組織なり」と「企業は人なり」どちらが正しいか

●「企業は組織なり」＝適所・適材

●「企業は人なり」＝適材・適所
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Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

調整能力の高い組織

形態をとり、統合度の

高い製品をつくる

Ｐ

Ｐ

Face to Face Integration

垂直統合型自前主義 乗用車産業QCｻｰｸﾙ

MDP MDPMDP

MDP MDPMDP

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

調整能力の高い組織

形態をとり、統合度の

高い製品をつくる

Ｐ

Ｐ

Face to Face Integration

MDP MDPMDP

SP SPSP

Integral
Portion

Integral
Portion

Integral
Portion

Integral Portion+MDP

SP SPSP

SP SPSP

Integration Portionがなく、

標準部品が増えｺﾓﾃﾞｨﾃｨ化

家電製品の推移

Ｐ 部品 MDP ﾓｼﾞｭﾗｰﾃﾞｻﾞｲﾝ部品 SP 標準部品
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現状のOS

Owner

Solution Package

Vender

Solution Package
の提案（Bitの管理）

新しいITｼｽﾃﾑの構築

(ｶｽﾄﾏｲｽﾞされる）

長い付き合いで

暗黙知の世界

OS：現状のOperating System

共同開発で新システムを構築する

日本型調整能力の高い組織形態による統合度の高いｼｽﾃﾑ構築

・全体最適度の高いｼｽﾃﾑが構築される

ﾓﾉによる管理

ﾋﾞｯﾄによる管理

①このｼｽﾃﾑ構築は共同開発方式であるため実費償還型

契約を実施するべきである。

現状は構想計画抜きのFixed Price、Fixed Delivery
を採用している。３３３３Kの大きな要因となっているの大きな要因となっているの大きな要因となっているの大きな要因となっている

②開発されたｼｽﾃﾑは現業の意見を取り入れた最適化

ｼｽﾃﾑとなっている。

ただし、目的が何か、目標は何かが明確になっていない

経営者の視点が入っていない。(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争に勝つという

発想が欠如している

③米国産ﾊﾟｯｹｰｼ（ﾋﾞｯﾄ管理）を、ﾓﾉで管理していた方式に

戻している。

④ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙを視野に入れた経営者の意見がないｸﾞﾛｰﾊﾞﾙを視野に入れた経営者の意見がないｸﾞﾛｰﾊﾞﾙを視野に入れた経営者の意見がないｸﾞﾛｰﾊﾞﾙを視野に入れた経営者の意見がない
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A B C D E F G H

C2

C1

E2

E1

G2

G1

B1

B2

D1

D2

F1

F2

から
MAB C

MD
F

ＭＧH

ＭC ＭE

MB ＭF

アトム管理

から

ﾋﾞｯﾄ管理へ

業務改革

ｱﾄﾑ管理

ﾋﾞｯﾄ管理

①経営者の戦略的

意図が入る

②ﾃﾞｼﾞﾀﾙの効用が取りこまれる

③共通化できるものはﾓｼﾞｭｰﾙ化して使われる ④ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃで通用する目標
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1990 2000 2010 2020

多国籍型企業（設置国文化基準）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ型企業（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ統一基準）

ﾈｯﾄ

ﾜｰｸ

経済

情

報

の

経

済

モ

ノ

の

経

済

企

業

形

態

日本製造業

サムスン

企画米国／生産中国
規模の経済

組合せの経済
・

ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済

ｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬの経済

ｱﾄﾑの管理

ﾋﾞｯﾄの管理

６．６．６．６． 時代の変化と管理体系の変化時代の変化と管理体系の変化時代の変化と管理体系の変化時代の変化と管理体系の変化

ｲﾝﾀｰﾝrｯﾄ普及
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6.1新しい事業ｼｽﾃﾑの設計

出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ1部１章「新しい事業ｼｽﾃﾑの設計思想と情報資源 神戸大加護野忠男教授

・「規模の経済」・「規模の経済」・「規模の経済」・「規模の経済」 「組合せの経済」・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」「組合せの経済」・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」「組合せの経済」・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」「組合せの経済」・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」

・「組合せの経済」：・「組合せの経済」：・「組合せの経済」：・「組合せの経済」：

①情報と言う経営資源の特徴①情報と言う経営資源の特徴①情報と言う経営資源の特徴①情報と言う経営資源の特徴

②②②② 「情報」から生み出される「組合せの経済」「情報」から生み出される「組合せの経済」「情報」から生み出される「組合せの経済」「情報」から生み出される「組合せの経済」

・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」：・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」：・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」：・「ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済」：

①①①① ｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値ｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値ｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値ｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値

②②②② 投資効率の向上投資効率の向上投資効率の向上投資効率の向上

③③③③ ﾛｽの削減ﾛｽの削減ﾛｽの削減ﾛｽの削減

④④④④ 実験ｺｽﾄの削減実験ｺｽﾄの削減実験ｺｽﾄの削減実験ｺｽﾄの削減

⑤⑤⑤⑤ 新商品導入ｺｽﾄの削減新商品導入ｺｽﾄの削減新商品導入ｺｽﾄの削減新商品導入ｺｽﾄの削減

●●●●日本経済の進むべき道日本経済の進むべき道日本経済の進むべき道日本経済の進むべき道
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6.2 新しい事業システム設計思想と情報資源

新しい事業システム

企業 企業

横融業化

顧客に新しい価値を

届ける仕組みつくり

規模の経済 組合せの経済

組合せの経済ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済

縦融業化

利益とﾘｽｸ配分の

仕組みをつくる

時間と情報を武器

に目的を達する

異質な事業の

組合せ効果

同質な事業の

拡大化で実現

情報という経営資源を活用

して顧客価値を提供する

○○○○組合せの経済と情報組合せの経済と情報組合せの経済と情報組合せの経済と情報

１．情報という経営資源の特徴

（１）自然蓄積性

日常業務を通じて、自然に蓄積される

ＥＸ：顧客情報は日々の収集で蓄積される

（２）多重利用可能性

情報は一つの目的以外に多方面に使える

ＥＸ：引越しセンターでの顧客へは買い替え

商品のカタログ提供で、商品販売ができる

（３）結合の価値

情報は同じ情報をいくら集めても価値は生

まない。違う情報を入れることで、情報の

価値が増える

○○○○スピードの経済スピードの経済スピードの経済スピードの経済

１．ｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値創出

２．投資効率の向上

３．ロスの削減

４．実験コストの削減

５．新商品導入コストの削減

�出典：日本の企業システム出典：日本の企業システム出典：日本の企業システム出典：日本の企業システムⅡⅡⅡⅡ「戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」「戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」「戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」「戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」
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6.3「組合せの経済」の事例

• 黒猫ﾔﾏﾄの事例

• ﾂﾀﾔの事例

• 引越し会社の事例

• 情報から生み出される組合せの経済

• 丸井の金融部門

• ｾﾌﾞﾝ・ｲﾚﾌﾞﾝの展開事例
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通販と黒猫ﾔﾏﾄ業務提携

通販

在庫管理 受発注管理

配送情報の

提供
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ツタヤのビジネス

映画会社映画会社映画会社映画会社

知的所有権支払いのため

ﾃｰﾌﾟ製作本数に限度があり

人気ﾃｰﾌﾟは貸し出し中が多い

待たされる

映画会社映画会社映画会社映画会社

権利金

膨大な資金を要する

ﾀﾞﾋﾞﾝｸﾞ無料

売上げ

50% 50% ツタヤ映画

会社 膨大な資金不要

顧客
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ＴカードＴカードＴカードＴカード

ポイント提供ポイント提供ポイント提供ポイント提供

顧客の購買

傾向分析

利用利用利用利用

加入店舗拡大

利用者拡大

ツタヤの新ﾋﾞｼﾞﾈｽの開発

ツタヤのＴカードツタヤのＴカードツタヤのＴカードツタヤのＴカード

事例１：ＣＣＣ（ｶﾙﾁｬ・ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ・ｸﾗﾌﾞ）：ﾚﾝﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵ

個人顧客のﾚﾝﾀﾙ情報が個人の関心を表し、

ﾀﾞｲﾚｸﾄ・ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ子会社

が顧客好みのチケット販売（新ﾋﾞｼﾞﾈｽ）の実施



49

引越会社

・新居のｲﾝﾃﾘｱ設計（ﾃﾞｻﾞｲﾝ代行）

・家具類の購入、運搬（物品販売）

・家電製品の購入、運搬

・物品のローン（金融業代行）

・清掃

・不用品の廃棄

手続き代行業

・ガス、水道、電気、

ＮＨＫ、役所、電話

手続き代行業

・ガス、水道、電気、

ＮＨＫ、役所、電話

融業化とは業界の垣根を越えて、新しい事業ｼｽﾃﾑが創造される現象を言う
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情報から生み出される組合せの経済情報から生み出される組合せの経済情報から生み出される組合せの経済情報から生み出される組合せの経済

○○○○Ｉ○ＩＩ○ＩＩ○ＩＩ○Ｉ ｶｰﾄﾞｶｰﾄﾞｶｰﾄﾞｶｰﾄﾞ

丸井

○Ｉ○Ｉ

顧客の潜在ﾆｰｽﾞを分析

適切な時期にﾌｧｲﾅﾝｽ

付き商品紹介する

顧客の信用度を理解して

いるためﾘｽｸの少ない

ｷｬｯｼｭｻｰﾋﾞｽが提供できる

一石二鳥のｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ

「販売Ｘ金融の組合」「販売Ｘ金融の組合」「販売Ｘ金融の組合」「販売Ｘ金融の組合」
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6.4 ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済とは

ｼ）

Tostem （ｻｯ

ｼ）

翌日納入
●顧客の在庫削減に寄与

●顧客の現場混乱を削減

部

品

在

庫

製

品

化

ーｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値の創出ー
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ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済とは

海外 米国

翌日配達

●ﾊﾌﾞ＆ｽﾎﾟｰｸ

の仕組み

●顧客の緊急製品は登録され

ﾒﾝﾋ空港に在庫

●HRﾏｲﾅｽの血液保管

●高級なﾊﾟｿｺﾝ部品

フェデラル・エクスプレス社フェデラル・エクスプレス社フェデラル・エクスプレス社フェデラル・エクスプレス社

ーｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値の創出ー
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ーＤＢＤ－

セメックスー顧客注文管理システムー

顧客の要望

ﾒｷｼｺ・ｼﾃｨｰ・ｾﾝﾀｰ

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｾﾝﾀｰ

GPS 交通情報

顧客の要望

顧客の要望

在庫管理 顧客現場

成果：ﾄﾗｯｸ所有台数３５％にﾀﾞｳﾝ

運転手、燃料費、保守費削減

注文の取りこぼしなし

納入時間３納入時間３納入時間３納入時間３Hr→２０分２０分２０分２０分

ﾄﾗｯｸ、ﾐｷｻｰは各工場の

所属とせず、複数工場の

ﾈｯﾄﾜｰｸ内で稼動する
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新しい競争優位の出現

ﾃﾞﾊﾟｰﾄ：

「規模の経済」での組織体制」：

社会の変化に追従できない

青山商事：

人々のﾆｰｽﾞをいち早く取り

入れる能力

高い顧客満足度

ーｽﾋﾟｰﾄﾞによる顧客価値の創出ー

・青山商事では単品の売上データを個人別に入手できる仕組みがあり、

業績に応じて加給される仕組みがｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞとなっており、社員は

思考ﾌﾟﾛｾｽを活性化させている。
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７７７７．ｵｰﾌﾟﾝ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ戦略

出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

１．ｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ戦略の定義

・本来複雑な機能を持つ製品やﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽをある設計思想（ｱｰｷﾃｸﾁｬ）に基づいて、

独立性の高い単位（ﾓｼﾞｭｰﾙ）に分離し、ﾓｼﾞｭｰﾙ間を社会的に共有されたｵｰﾌﾟﾝな

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽでつなぐことによって汎用性を持たせ、多様な主体を発信する情報を結合

させて価値の増大を図る企業戦略をいう
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S
S

S
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S

S
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S
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S
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S
S

S
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S
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S

S
S
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S
S

S
S

S
S

S S

M

M

M

M

M

M
M

全体最適ではないが

変化に対応できる

M

変更ﾓｼﾞｭｰﾙ

全体最適化ｼｽﾃﾑ：

変化に対応できない

S
S S

SS M

ﾓｼﾞｭｰﾙ化

－多様な情報を結合させ価値を増大させる戦略ー
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7.1 情報ﾈｯﾄﾜｰｸの発展に伴っておこる３つの問題 1/3

出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

１．機械系ｼｽﾃﾑの能力向上と人間の認知限界

●機械と人間の情報処理・伝達能力の相違

・今日の機械の情報処理・伝達能力は飛躍的に伸びている

・これに比して人間の同能力には限界があり、追いつくことは出来ない。

・人間の能力に合わせた対応では時代のｽﾋﾟｰﾄﾞに追いつけない

（１）認知限界を突破するﾓｼﾞｭｰﾙ化（１）認知限界を突破するﾓｼﾞｭｰﾙ化（１）認知限界を突破するﾓｼﾞｭｰﾙ化（１）認知限界を突破するﾓｼﾞｭｰﾙ化

・ﾓｼﾞｭｰﾙ化すると複雑で大きなｼｽﾃﾑを容易に構築できる

・ﾓｼﾞｭｰﾙ間のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽをﾙｰﾙ化していれば

有用なﾓｼﾞｭｰﾙを世界中から採用することができる

・各ﾓｼﾞｭｰﾙは自律的に変更ができる

・ﾓｼﾞｭｰﾙの中身の変更でｼｽﾃﾑ全体を望む方向へ

変えることができる。

・この方式を採用すれば人間の認知限界をカバーできる
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出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

7.1 情報ﾈｯﾄﾜｰｸの発展に伴っておこる３つの問題 2/3

（２）無駄を前提とするｼｽﾃﾑ：（２）無駄を前提とするｼｽﾃﾑ：（２）無駄を前提とするｼｽﾃﾑ：（２）無駄を前提とするｼｽﾃﾑ：

前ｽﾗｲﾄﾞが許容される条件は全体として無駄のあるｼｽﾃﾑで、無駄を許容することで

ﾓｼﾞｭｰﾙ化と人間の認知の限界をカバーできる。

乗用車は全体として価格が貼るため、統合度を高める努力をしているが、ITのように

人件費が機械の使用料を上回るものは人件費の削減が望ましい

（３）ｵｰﾌﾟﾝ化による分散的な協働の実現（３）ｵｰﾌﾟﾝ化による分散的な協働の実現（３）ｵｰﾌﾟﾝ化による分散的な協働の実現（３）ｵｰﾌﾟﾝ化による分散的な協働の実現

・ｲﾝﾀｰﾌｪｽをｵｰﾌﾟﾝ化すると、小さな会社が開発したﾓｼﾞｭｰﾙを自由な組合せで結合させ

ていくことができる。優秀な企業が自社の得意な領域で投資を絞って開発したものが、

出来上がった技術をその時点で存在する最良の補完技術と組合せて世の中に送り

出すことができる。技術はこのような分散的な協働を協力に支援する。散在する多く

の企業がﾈｯﾄﾜｰｸを駆使して柔軟に戦略提携を組み、組み替えていくその本質は

ﾓｼﾞｭｰﾙ化された、世界で最高水準の技術や情報が相互に結合して新しい価値を

生み出す。

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ記述された知的成果物を扱う産業においては「収穫逓増の原理」が働くと

考えれる。これは自社製品との接続仕様(ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）を明示・公開し、業界他社が

争って自分の会社の製品と互換性を持つ補完製品を開発してくれるのを促す

ことができる
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出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

7.1 情報ﾈｯﾄﾜｰｸの発展に伴っておこる３つの問題 3/3

２．情報の非対称性の逆転

（１）顧客が大量の情報を持つことの前提としたﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙ（１）顧客が大量の情報を持つことの前提としたﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙ（１）顧客が大量の情報を持つことの前提としたﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙ（１）顧客が大量の情報を持つことの前提としたﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙ

・従来は商品の売り手の持つ情報で消費者は購入していたが、現在は商品に対する

評価は多くの消費者からもたらされ、逆に商品の売り手は購入者の持つ情報を入手

できないと言う情報の非対称性（逆転）状況が起きているなかでのﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙの例は

商品の一括売り切りをやめて、その後の保守や消耗品で利益を上げる戦略保守や消耗品で利益を上げる戦略保守や消耗品で利益を上げる戦略保守や消耗品で利益を上げる戦略である。

この日対称性逆転の時代にｻｰﾋﾞｽ・ﾓﾃﾞﾙが強いのは、付き合いの中で顧客情報が

得られ、個別化したｻｰﾋﾞｽ・ﾒﾆｭｰで利潤を獲得できるからである

（２）顧客が発信する情報のﾋﾞｼﾞﾈｽ化（２）顧客が発信する情報のﾋﾞｼﾞﾈｽ化（２）顧客が発信する情報のﾋﾞｼﾞﾈｽ化（２）顧客が発信する情報のﾋﾞｼﾞﾈｽ化

・顧客側が多くの情報を持つ時代は、その情報をどのような形で吸い上げ、価値形成

に組み入れるかが一つの焦点となる。

・ﾈｯﾄ・ｵｰｸｼｮﾝのｅＢａｙは商品を売ろうとしている業者に、過去に購買したことのある

顧客からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸと、数値化した指標を掲載している。ﾈｯﾄﾜｰｸﾋﾞｼﾞﾈｽでの最も

大きな問題点は信頼で、売り手は購買者からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸが悪くなると排除される

ので誠実に実施することを心がける、買い手は取引のない売り手からでも安心して

購入できるという信頼ﾋﾞｼﾞﾈｽを展開している。
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出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

7.2の事例：ｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ時代のﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾓﾃﾞﾙ

要素提供者 要素提供者 要素提供者

購買代理店 購買代理店

ﾊﾟｯｹｰｼﾞｬ ﾊﾟｯｹｰｼﾞｬ ﾊﾟｯｹｰｼﾞｬ

顧客

顧客

顧客

ｵｰﾌﾟﾝなﾈｯﾄﾜｰｸ環境

①情報を大量に持つ顧客と購買代理店の理論

・顧客の情報行動：ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞ

生産者からの宣伝以上の多くの情報をﾈｯﾄﾜｰｸ

から入手している。この顧客のﾆｰｽﾞを満足させ

るのは販売代理店でなく購買代理店

・購買代理店はﾆｰｽﾞに合わせて、複数の商品

を合わせて提供する

②要素提供者とﾊﾟｯｹｰｼﾞｬ：ｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞ

・要素提供者：特定分野に経営資源を集中し、高い

ﾏｰｹｯﾄｼｪｱを狙う部品ﾒｰｶｰ

・ﾊﾟｯｹｰｼﾞｬ：明確な商品ｺﾝｾﾌﾟﾄのもとに要素提

供者からの技術を統合する役割を持っている

・販売代理店：顧客に対する影響力が失われ

かけている①

販売代理店

②

②

ｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞ

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞ

③結合のﾋﾞｼﾞﾈｽ：

②の関係が統合的関係にあれば販売代理店

要素提供者が複合化製品がﾓｼﾞｭｰﾗｰ化できると

購買代理店が強味を発揮する
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7.2 事例：日用品市場における水平展開型ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの進化

出典：日本の企業ｼｽﾃﾑ第３巻戦略とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ3部9章「経営戦略としてのｵｰﾌﾟﾝ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ」 慶応義塾大 国領二郎教授

従来型卸

活用ﾓﾃﾞﾙ

ﾒｰｶｰ 卸

ﾒｰｶｰ 卸

花王 専属販社

ﾒｰｶｰ

ﾒｰｶｰ

ﾒｰｶｰ

一括配送

ﾓﾃﾞﾙ

販社

ﾓﾃﾞﾙ

店舗

店舗

店舗

小売

ﾁｪｰﾝ

店舗

小売

ﾁｪｰﾝ

店舗

小売

ﾁｪｰﾝ

店舗

プ

ラ

ネ

ッ

ト

地

域

一

括

物

流

セ

ン

タ

ー

A

B

C

A．従来型卸活用ﾓﾃﾞﾙ

卸は店舗の要請で小売能力に見合った

数量の商品ﾊﾟｯｹｰｼﾞを送り、自社の在庫が

減ると自社に見合った量の商品を仕入れる

●問題点：

①店舗、卸双方に在庫が必要

②ﾒｰｶｰは小売の販売情報が得られない

B．花王型販社ﾓﾃﾞﾙ

ﾒｰｶｰとしての花王は専属の販売会社を持つ

①店舗の要請に対し店頭バラ（単品）配送

②専属販社も在庫を持たず商品の売れ筋管理をする

花王は全国で１００万をこえる店舗へ単品単位の受注

管理をする情報管理技術を持っている。店舗は在庫

経費が利益となるメリットがあるため、花王の売上げを

伸ばす。

C．一括配送ﾓﾃﾞﾙ

花王販売方式を前商品に適用したｼｽﾃﾑで、すべての

商品が単品単位で地域一括物流ｾﾝﾀｰから配送される。

その成功はすべての商品のﾊﾞｰｺｰﾄﾞ管理、各社の１３

種類のﾃﾞｰﾀ交換形式を標準化したﾌﾟﾗﾈｯﾄ社の功績

がある
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出典：「ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞの悪いくせ」

８． ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ（Ｇ／O）1.0～3.0時代

国内生産

余剰生産品

の海外輸出

・製品の質の向上

・量産品、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ効果

・輸出により規模が拡大し、

ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ効果がます

多国籍型企業

Ｇ／O1.0

・貿易摩擦が起き、雇用

問題も含めて現地法人化

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ型企業

Ｇ／O2.0

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ型企業

Ｇ／O3.0

・国内本社

・海外子会社

（但し国別の管理基準

で業務運営を行う）

・冷戦の解消とｲﾝﾀｰﾈｯﾄ普及で

国境がなくなり、多国籍型企業

時代と異なり、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ寡占化を

目指した運営が主体化する。

日

本

多国籍型企業

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ1.0

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ寡占化の中の

効率化を図る手法として

ﾏﾄﾘｯｸｽ経営方式が採用

されると、G／O 3.0になる

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ3.0時代

◎1990年代前半

1960年代後半

◎2010年以降

◎現在も多国籍企業的運営

既に起こった未来

（30年後を想定し、今から準備する）

・ﾊｰﾄﾞよりｿﾌﾄがﾒｲﾝとなり、人の頭脳と

ｿﾌﾄのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝで生産性は１００倍

･組織能力の戦い（変化と対応力）

・人的資源は知識・知力ﾍﾞｰｽから

ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ力へ（含むﾊｲﾀｯﾁ）

・正解暗記主義の受験競争

・企業は人なりの理念

・旧産業保護予算化（農業・

基盤産業・天下産業）

・青図を持たない戦略

既に終わった過去

（遺跡構築を目指す国家）
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出典：綱島邦夫著「ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞの悪いくせ」

8.1 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾏﾄﾘｯｸｽ組織

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ3.0時代

地域・顧客 地域・顧客 地域・顧客 地域・顧客 地域・顧客

本社機構

機

能

C

機

能

D

機

能

E

機

能

F

機

能

B

機

能

A

研究開発機能 商品開発機能

機能軸には

・ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ部門

・購買部門

・事業部門

・人事部門

・管理部門（標準化等）

・商品開発部門

・研究開発部門

等の戦略部門が本社、

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ部門は最適地



63企業内デジタル度 高

オ

ー

プ

ン

度

企業間ｵｰﾌﾟﾝ型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

（知的資産活用型）

個人型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

企業型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

企業系列型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

（自前主義）

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ｵｰﾌﾟﾝ・

ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ｵｰﾌﾟﾝ・

ﾘｿｰｽ

ﾈｯﾄﾜｰｸへの

ｱｸｾｽ技術

ＩＴ化ｽﾃｰｼﾞ

0-1型
ＩＴ化ｽﾃｰｼﾞ

2-3型
ＩＴ化ｽﾃｰｼﾞ

4型

ＩＴ化ｽﾃｰｼﾞ

5型

8.2 ＩＴ化ｽﾃｰｼﾞﾚﾍﾞﾙとＢＭ(ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化展開度 高

注；ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化度の高さは

知的資産蓄積度の高さ

により効果が増大する

事例：ﾊﾟｿｺﾝ

事例：I-Pod,I-Phone
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9.まとめ（１／２）

• 「「「「経営とＩＴの融合経営とＩＴの融合経営とＩＴの融合経営とＩＴの融合」」」」とは従来ｱﾄﾑ（ﾓﾉ）で管理をしていたことを

できるだけ多くﾋﾞｯﾄ（電子情報）で管理することに切り替える

ことを意味する。今回は下記に示したｱﾌﾟﾛｰﾁを提案する。

①戦略的知的所有権の有効活用 的 ｱ ﾌ ﾟ ﾛ ｰ ﾁ

基幹部品のｸﾛｰｽﾞ化と周辺部品のｵｰﾌﾟﾝ化で商品普及を

狙うｱﾌ ﾟﾛｰﾁが活用できるBM（ﾋ ﾞｼ ﾞﾈｽ・ﾓﾃ ﾞﾙ）となる

②デジタル技術( ﾋ ﾞ ｯ ﾄ 管 理 ） を経営に取り入れる ｱ ﾌ ﾟ ﾛ ｰ ﾁ

・ ﾓ ﾉ の 管 理 か ら ｺ ﾄ の 管 理 へ の 切 り 替 え を す る

・情報はﾓﾉの持つｺﾝﾃｷｽﾄを理解しているため一段上の管

理 が 可 能 で あ る

・経営に有効なｲﾝﾌﾟｯﾄ情報を入力し、有益なｱｳﾄﾌﾟｳﾄを得る
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まとめ（２／２）

③「規模の経済」から「組合せの経済」・「スピードの経済」達成

のためのｱﾌﾟﾛｰﾁ

・組合せの経済：本業で得た情報から、新たな価値を探し、ﾋﾞｼﾞﾈｽにするｱﾌﾟﾛｰﾁで、

顧客情報から得た情報を顧客に価値提案を行う

・ｽﾋﾟｰﾄﾞの経済：組織が活性化する組織革命が競争力を増す

経営者の意思決定のはやさが求められている

④発想の転換：

ａ．「ものつくり技術」：技術は必要条件ではあるが、十分ではない。

ｺｽﾄ削減、ｽﾋﾟｰﾄﾞを発揮できる組織編成がより重要である

ｂ．「企業は人なり」から「企業は組織なり」への転換

・経営者役割は社員が仕事をしやすい仕組みをつくる

・経営者自身は人として活躍する （敏速な意思決定と責任の行使）

⑤価値創出の主体：顧客価値の創出→結果として自社への還元

・・・・P2MP2MP2MP2M活躍の場は構想計画（ｽｷｰﾑﾓﾃﾞﾙ）と運用（ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ）にあ活躍の場は構想計画（ｽｷｰﾑﾓﾃﾞﾙ）と運用（ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ）にあ活躍の場は構想計画（ｽｷｰﾑﾓﾃﾞﾙ）と運用（ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ）にあ活躍の場は構想計画（ｽｷｰﾑﾓﾃﾞﾙ）と運用（ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ）にあ

る。る。る。る。P2MP2MP2MP2Mを活用する人々の成功を協会は支援しています。を活用する人々の成功を協会は支援しています。を活用する人々の成功を協会は支援しています。を活用する人々の成功を協会は支援しています。
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